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⑤ 障害者総合支援法
（ 障害者総合支援法 主要制 度 ） 
( I )障害者総合支援法
障害者 へ の福祉サ ー ビ ス の基本的 な 部 分 は、 地域社会に お け る 共 生 の 実 現に 向 け て の理念の も と 、
「障害者総合支援法」 ( 20 1 3 年 4 月 1 日 施行） に規 定 さ れて お り 、 こ の法によ っ て障害者の 日 常 生
活 お よ び社会 生 活の総合 的 な 支援を行い ま す。 具体的 な 支援策 と し て、 以下の各種障害福祉サ ー ビ
ス や地域 生 活支援事業等が あ り ま す。

(2)障害福祉サ ー ビス の 対象範囲
法 が対 象 とする障害者の範 囲 は、 身 体障害者、 知 的障害者、 精神障害者 （発達障害、 高 次脳機能障
害を含 む）、 難病 患者 ( 2 0 2 5 年 4 月 1 日 時 点て

，，
、 3 7 6 疾病 ： 8 8 ~ 8q ペ ー ジ参 照）が対象 と なっています。

◆障害者総合支援法 主要制 度 一 覧
区 分 サ ー ビス名 ペー ジ

居 宅 介護（ホ ー ムヘ ル プ）、 重 度訪 問 介護、 同 行援護、 行動援護、 40 
重 度障害者等包括 支援

介護給付
短期 入 所（ ショ ー トステ イ ）、 療養介護、 生活介護、 施設 入 所支 37 
援

障害福祉
自立訓 練（機 能訓練• 生活訓練）、 就労 移 行 支援、 就労 継続支援 37 
(A 型 • B 型 ）、 就労定着 支援サ ー ビス

訓練等給付 自立生活援助 42 

共 同 生活援助（グル ー プホ ー ム） 4q 

相談支援給付 計 画 相談支援 26 

地域 相談支援給付 地域移行 支援、 地域定着 支援 42 

意 思疎通支援事業（手話通訳、 要約筆記者の派遣） 42 

相談支援事業（障害者 相談支援セ ン タ ー ） 100~I OI 

日 常 生活用 具 費 支給事業 30~35 

地域生活支援事業 移動 支援（ガイ ド ヘ ル プ） 41 

地域活動 支援セ ン タ ー 38~3q 

日 中一 時支援事業 （日 帰り利 用 ） 38 

重 度障害児（者）入院時 コ ミ ュ ニ ケ ー ション支援事業 38、 4 1

補装具 30 

自立支援医療 17 

※児童福祉法による障害児への支援事業 は、 児童発達支援・保育所等訪 問 支援、 放課後等デイ サ ー ビス
( 3 q ペ ー ジ）を ご参 照 く ださい。

◆ 目 の 不 自 由 な 皆 さ ん へ ◆
区 役所 ・ 北須磨支所保健福祉課 （裏表紙） て 申 請の 内 容等を お 聞 き し ま すのて

＇
、 ご相談 く だ さ い。

点字版の リ ー フ レ ッ ト も ご参 照 い た だ け ま す。
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（ 障害福祉サ ー ビ ス 制 度 の ご案 内 ）

障害福祉サ ー ビス の 申 請か ら サ ー ビス 利 用 ま て
中

区役所 （裏表紙） ま た は障害者相談支援 セ ン タ ー ( I 00 ~ I O I ペ ー ジ） に相談• 
区役所 に サ ー ビ ス 利 用 申 請書 を 提出• 

サ ー ビ ス 利 用 の プラ ン （サ ー ビ ス 等利 用 計画） 案 を 作成
プラ ン作成の 専門 員 （指定特定相談支援事業者） に 作成 を 依頼

※ セ ル フ プラ ン も 可能
※計画相談支援 （サ ー ビス等利 用 計画作成） に つ い て は神戸 市 の ホ ー ム ペ ー ジ を ご確認 く だ さ い

l 神戸市 計画相談支援• 
障害支援区分の認定調査

※ サ ー ビス に よ っ て 、 障害支援区分の認定が不要な 場合があ り ま す 。• 
障害支援区分の認定• 

プラ ン （サ ー ビ ス 等利 用 計画） 案 を 提出． 
支給決定 ・ 受給者証の 交付． 

プラ ン （サ ー ビ ス 等利 用 計画） の作成 ・ 提出． 
サ ー ビス 事業所 と の 契約 ・ サ ー ビス の 利 用 開始• モ ニ タ リ ン グの 実施

（専門 員 が継続的 に 計画 の 見 直 し や相談 に 応 じ ま す ）
※ セ ル フ プラ ン の場合、 モ ニ タ リ ン グは あ り ま せ ん

サー ビス を 利 用
す る 前に契約 を
結んて く ださ い

障害福祉サ ー ビ ス 制 度 の し く み
基本的 な し く み
皆 さ ん 自 身 が、 事業者 や 施設 と 契約 を
結 ん て サ ー ビ ス を 利 用 し 、 そ の サ ー

ビ ス に か か っ た 費 用 の 一 部 を 市 が 「 介
護給付 費 ま た は 訓 練等 給付 費 」 （ 以 下
「 介護給付 費 等 」 と い い ま す ） と し て
直接事業者等 に 支 払 い ま す 。

利 用 のば
― ビ ス

／ク ；る： ‘‘\ °〗艮月 額
ー、—― - - · ·ヽ｀ ー 一 支払 い

介護給付 費 等 は 、 法律 に よ り 、 事業者
等 が市 に 請 求 し 皆 さ ん に 代 わ っ て 受 け
取 る こ と が認 め ら れ て い ま す （代理 受
領 ） 。 介護給付 費 等 の 額 は 、 事 業 者 等
か ら 皆 さ ん に 通知 し ま す 。

ロ ロ ロ □1 交付
ロ ロ ロ ロ
ロ ロ ロ ロ

者

神戸 市 〇介護給付費等の 支払 い 事業者施設

サ ー ビ ス を 利 用 し た と き は 、 原 則 と し て 利 用 し た サ ー ビ ス に
か か る 費 用 の 一部 を 負 担 し て い た だ き ま す （ ※ 市 民税課税世
帯 の 方 の み ） 。
そ の 他、 食費 ・ 光熱水費 や 日 用 品 費 な ど も 必要 に な り ま す 。
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障害支援区分と利用てきるサ ー ビス

(I)障害支援区分（障害者総合支援法第 4 条第 4 項）
①障害支援区分は、 区分l ~ 6に分かれています。
②障害支援区分は、 支援の必要度について、 客観的な基準て判定されます。
③第三者によって、 障害支援区分認定調査 (80 項目）を実施し、 公平な判断が行われます。
④障害の特性など個別に配慮 すべきことについては、 障害支援区分認定審査会て考慮されます。

(2)利用てきるサ ー ビス
障害支援区分と利用てきるサ ー ビス は次表のとおりてす。 利用 て

‘
きる量や期間については、 サ ー

ビス ごと 、 障害支援区分ごとに基準があります。 ※下記表の●は、 サ ー ビス利用可能を示します。
「障害福祉サ ー ビス制度」ては、 皆さん自身が、 事業者 や施設 と契約を結んてサ ー ビスを利用し、

そのサ ー ビスにかかった費用 の一 部を自己負担額 （利用 者負担額） として、 皆さん自身が事業者に
支払い、 残りの費用を市が直接事業者等に支払います。

区分6 区分5 区分4 区分3 区分2 区分l 非該当

居宅介護 ． ． ． ． ． ． 
重度訪問介護 ． ． ． 
同行援護 ． ． ． ． ． ． ． 
行動援護 ． ． ． ． 
重度障害者等包括支援 ． 
短期入所 ． ． ． ． ． ． 
療養介護 ． ． 
生活介護 ． ． ． ． ＊ 
施設入所支援 ． ． ． ＊ 
自立訓練（機能訓練•生活訓練） ． ． ． ． ． ． ． 
就労移行支援 ． ． ． ． ． ． ． 
就労継続支援（A型 •B 型） ． ． ． ． ． ． ． 
就労定着支援 ． ． ． ． ． ． ． 
自立生活援助 ． ． ． ． ． ． ． 
共同生活援助 ． ． ． ． ． ． ． 
地域移行支援・地域定着支援 ． ． ． ． ． ． ． 
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* 50歳以上の場合は利用可能

※事業者・施設については、 障害者相談支援センタ ー (I00~IOIペ ー ジ）、 ホ ー

ムペ ー ジに掲載している 「 障害福祉サ ー ビス等 事業者・障害者 福祉施設等 一 覧」
および区役所・北須磨支所保健福祉課（裏表紙） て

＊
ご確認ください。

l神戸市 障害者福祉のあらまし 瓢
介護保険と障害福祉サ ー ビス制度との関係について
• 65歳以上など介護保険 の給付の対象と なる皆さん は、 原則として介護保険が優先されます。

ただし、 介護保険て対応てきない部 分や障害者固有のサ ー ビスが必要と 認められる場合は、 障
害福祉サ ー ビスを利用てきる場合もあります。

．詳しくは、 区役所保健福祉課または障害者相談支援センタ ーにご相談ください。

障害福祉サ ー ビス制度についてのご相談・申請先
→区役所・北須磨支所保健福祉課 （裏表紙）

※障害福祉サ ー ビスに対する要望や苦情については、
(I 2 ページ）をご確認ください。

「 兵庫県福祉サ ー ビス運営適正化委員会」

27 
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（ 障害福祉サ ー ビス 等 の 利 用 者 負 担額 ）
サ ー ビス を 利用したと き は、 利用者自身の 属する世帯(20 歳未満の 施設入所者およ び児童の 場合
は、 利用者を 監護する保護者等の 属する世帯） の 所得区分に応じ て、 利用者負 担上限月額を 設定し
ています。 た だし、 サ ー ビス にかかる 費 用の 1 割 にあ たる額が、 利用者 負 担上限額よ り 低い場合
は、 その 額となります。
※ 「計画相談支援」、 「地域移行支援」、 「地域定着支援」 の 利用者 負 担は無料て‘す。

＊ 世帯の 範 囲
①障害者の 世帯(18 歳以上の 通所 ・ 在宅サ ー ビス 利用者、 およ び 20 歳以上の 施設入所者）： 申 請

者とその配偶者
②障害児の 世帯(18 歳未満の 通所 ・ 在宅サ ー ビス 利用者、 およ び 20 歳未満の 施設入所者）： 住 民

票上の 世帯

所 得 区 分 負 担上 限 月 額

生 活 保 護 生活保護受給世帯 ま た は中国 残 留 邦人支援法 に 基づ く 支援給付受給世帯 0 円
低 所 得 市 民税非課税世帯

市 民税課税世帯て①②の い ずれか に 該 当 す る 方

／／ ①在 宅 て訪 問 系サ ー ビス ま た は日中活動 系サ ー ビス を 利 用 さ れ て お り 、ab い

般 l
ずれか に 該 当 す る 方

a 市 民税所得割 16 万 円 未満 の障害者 q,300 円
b 市 民税所得割 28 万 円 未満 の障害児 4,600 円
② 20 歳未満 の 施設入所者て市 民税所得割 28 万 円 未満 の 方 q,300 円

般 2 市 民税課税世帯 （一般 l に 該 当 す る 方 を 除 く ） 37,200 円

た だし、 食費、 光熱水費、医療費、 日常生活費などは、 実費 負 担となります。
利 用 す る サ ー ビス や所得 区 分等 に 応 じ て 、 利用 負 担を さらに引 き下げる以下の よう な減免措置が設
けられています。 減免を 受けられるの は、 一定の要件 を 満 た す場合の みてす 。

＊ 減免制度
①特 定 障 害者特 別 給付 費 （ 補 足給 付 ）

・ 所 得 区分が 「 生活保護」または 「 低 所 得 」の 施設入所者に対し、食 費 等を 実 費 負 担しても手 元 に
一 定額が残るよう に給 付 します。また、す べての 20歳未満の 入所者に対し、地域て 子どもを 養 育す

るため に通 常要する程度の 負 担となるよう に給付 します。
・ 所得 区分が 「 生活保護」または 「 低 所 得 」の グル ー プホ ー ム 入居者に対し、食 費 等を 実 費 負 担して
も手元 に 一 定額が残るよう に、月1 万 円 を 上 限として家賃の 一 部を 給 付 します。

②神 戸 市 グル ー プホ ー ム 利 用 者 家 賃 負 担軽 減 事 業 （ 兵 庫 県 ・ 神 戸 市 協 調 事 業 ）
①の 補 足 給 付 に加 え、所 得 区分が 「 低 所 得 」の グル ー プホ ー ム 入 居者に対し、家賃月額から1 万
円 を 控除した額の 2分の I て‘、月額15, 000 円 を 上 限として家賃 の 一 部を 助成します。

③通所サ ー ビス 等 利 用 者の 食 費 に か か る 負 担軽減措 置
所 得 区分が 「 生活保護」 「 低 所 得 」または 「 一 般1」の 通所サ ー ビス ・ シ ョ ートス テイ利用者に対し、
食 費 の 人 件 費 相 当 分を 減 免します。

④ 生 活保護 ・ 境界層 対 象者 に 対 す る 負 担軽減措 置
利用者 負 担 上 限月 額の 見 直しにより新たに生活保護の 受給の 対象者となる場合 には、生活保護
の 適用対象てなくなるまて‘利用者 負 担上限月額を 減 額します。

⑤ 高 額 障 害 福 祉サ ー ビ ス 等 給付 費 等
同 一 世 帯 に障害 福祉サ ー ビス や移動支援等を 利用する方が 複 数いる場合 等て，，、世 帯の 利用者 負
担月額の 合 計が高 額障害 福祉サ ー ビス 等給付 費 等 算 定 基 準 額（ ＊ ）を 超える場合 、超えた分につ
いて、償 還 払い方 式 により支給します。
（ ＊ ）高 額障害 福祉サ ー ビス 等給付 費 等 算 定 基 準 額： 「 生活保護」 「 低 所 得 」… … 0 円

「 一 般 I · 2」… … … 3 7 , 200 円
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⑥新 高 額 障 害 福 祉サ ー ビ ス 等給付 費
介 護 保 険移 行後も、65歳に達する日 の前5 年 間 継 続して特定の障害福祉サー ビス( * I ) の支給
決定を受けていた方のうち、以下 の要 件を満 たす方に対して、特定の介 護 保 険サー ビス( *2 ) の
利 用 者負 担 額を償 還 払 い方式により支給します。

·65歳に達する日 の前日 の属する年 度において、所得 区分が 「 生活 保 護」 ま たは 「 低 所得」に該 当
していること

·65歳に到 達した後 、特定の介 護 保 険サー ビスの利 用月に、所得 区分が 「 生活 保 護」 ま たは 「 低 所
得」に該 当 していること

·65歳に達する日 の前日において、障害支援 区分が2 以上てあること
·40歳以上65歳未 満 の 間に特定疾病による介 護 保 険サー ビスを利 用 していないこと

( *| ) 特定の障害福祉サー ビス：居 宅介 護 、重 度 訪問介 護 、生活 介 護 、短期入所
( *2 ) 特定の介 護 保 険サー ビス：訪問介 護 、通 所介 護 、短期入所生活 介 護 、地域密 着 型 通 所介 護 、

小規模 多 機能 型 居 宅介 護（介 護予防サー ビス及び地域密 着 型 介 護予防サー ビスは除く）




